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平成２３年度事業報告

一、水先人の品位保持に関する事業

（一）海難防止対策

１．安全研修

水先業務運営の適確化を図る自主的な取組みの一環として、全水先人が５年

毎に受講することとしている安全研修を開催して研鑽を図った。

平成２３年度も前年度と同様、「水先人に求められる意識と能力」を主テー

マとして次のとおり実施した。

・内容（各回共通）

－海難事故における水先人の責任に関する講義（講師：中村弁護士）

－ＢＲＭ教材を用いた海難防止に関する討論及び事例研究

・期日及び受講者数

－神戸市 平成２３年７月１４～１５日 ３５人

－名古屋市 〃 ７月２７～２８日 ４０人

－横浜市 〃 ８月９～１０日 ３９人

合計受講者数 １１４人

２．新人研修

ＢＲＭの重要性に鑑み、水先人免許を受けて１年目の水先人を対象として、

上記安全研修プログラムを活用した新人研修を実施した。

平成２３年度に初めて誕生した三級水先人に対する新人研修は、対象者が一

級水先人と比較して若年層であること、更には船員経験・知識が十分でないこ

とを考慮し、次の内容に「社会人としての心構えやコンプライアンス等」に関

する事項を含めて実施した。

・内容

－先任水先人からの海難事故防止に関する実務的アドバイス

－ＢＲＭ教材を用いた海難防止に関する討論及び事例研究

・期日及び場所

－一級水先人（３１人）：平成２３年５月１７～１８日 於：連合会

－三級水先人（１６人）： 〃 ８月３０～３１日 〃

３．危険遭遇体験の共有と有効利用（ＰＳＲＳ）

水先人個人が経験したヒヤリハット情報を収集分析し、問題点と解決策を抽出
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することで、水先人の業務及び水先人会における海難防止対策の検討の参考に

資することを目的としたシステムで、日本ヒューマンファクター研究所に委託

して実施している。平成２３年度も、本システムにより得られた貴重な情報に

ついて、日本ヒューマンファクター研究所による「安全の考え方」を付記した

ＰＳＲＳニュースを会報に掲載して水先人及び水先人会の参考に供したほか、

新人研修や安全研修における事例研究等の参考として有効利用した。

４．こませ網対策

内海水先区では、平成２１年から航路外又は反対航路の航行（避航）の取り

止めなど法令遵守を柱とした安全対策の徹底を進めているが、２３年も継続し

て実施した結果、備讃瀬戸東部水域において、こませ網操業に関連した海難事

故の発生はなかった。また、西部水域経由の船舶が増加したため、東部水域で

航路入航の一時見合せなど運航調整を行った事例は、２２年の６２件から４８

件に減少した。

平成２４年も、内海水先人会が現地関係者による各種会合やマーチスとの協

議を進めて安全対策をまとめた上、海事６団体による海上保安庁（六管本部、

高松保安部を含む）への陳情及び水産庁と香川県水産課への現状説明（３月に

実施）を行い、状況の改善推進に努めた。

５．海難速報及び事故再発防止対策書の見直し

できる限り速やか（海難事故発生後６時間以内を目途）に連合会宛通知が可

能になるよう、従来の速報様式を簡略化する一方、同様式で省略した事項を事

故再発防止対策書に追加した。

（二）水先人の乗下船の安全対策

１．乗下船安全キャンペーン

平成２３年６月２７日～７月１日の５日間、水先人自身の安全対策を強化す

ると共に、水先人用乗下船設備及びその運用に関する船舶乗組員の理解を深め

る目的で、各船舶の設備とその運用状況を水先人がＳＯＬＡＳ規則及びＩＭＯ

勧告に基づいてチェックする安全キャンペーンを実施した。

上記期間中にチェックを実施した船舶は総計６２６隻（２２年度は５９８隻）

で、設備及び運用に関する何らかの欠陥の指摘があった船舶は２．２％（２．

２％）、重大な欠陥の指摘があった船舶は０．２％（０．８％）となり、昨年

度と比較して、欠陥率は横這い、責任ある職員の立会いなどの重大欠陥率は減

少した。
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平成３年に本キャンペーンを開始して以来、乗下船設備とその運用に関する

理解が促進されて欠陥が徐々に減少してきたことから、平成２４年度も継続し

てキャンペーンを実施して乗下船の危険に対する認識と乗下船設備に関する一

層の理解促進を図ることとしている。

２．ＳＯＬＡＳ規則の改正

ＩＭＰＡ（国際パイロット協会）がＩＭＯに提出した水先人用乗下船設備に

関する規則の改正案が平成２２年１１月の第８８回ＭＳＣ（海上安全委員会）

で承認（同２４年７月１日発効）され、関連勧告（Ａ．１０４５（２７））が

平成２３年１１月の第２７回ＩＭＯ総会において決議された。

改正規則では、メカニカルパイロットホイストの使用が禁止（乗下船設備か

ら除外）されるなど、従来から危険性を指摘してきた事項の改善が図られるこ

とから、水先人会及び水先人並びに船社・造船所など外部関係先への周知を行

うため、「水先人用乗下船設備及びその運用」など関連資料の改訂・整備を進

めた。

平成２４年度は、上記資料を活用した説明会（東京及び神戸で各１回）を開

催し、関係者の一層の理解を深めることとしている。

（三）水先人会の業務監査

１．業務品質管理の実施

水先業務品質の維持向上を図るため、各水先人会においてはＩＳＯ基準又は

ＩＳＯの考え方を取り入れて作成した連合会の業務品質管理基準に基く品質管

理を進めており、その確実な実施を確保するための仕組みとして、各水先人会

における定期的な内部監査及びＩＳＯ審査機関又は本連合会による外部監査を

実施している。

ＩＳＯの審査機関からＩＳＯ９００１の認証を取得している４水先人会につ

いては、各審査機関による監査報告書（写し）の提出を求めて運用状況の確認

を行った。

連合会の基準に基づいて業務品質管理を進めている３１水先人会について

は、水先人会内部監査報告書の提出を求めると共に、監査知識と経験を有する

専門家に委託して水先人会への外部監査を実施し、概ね良好な評価を得た。

２．業務品質管理基準の改正

３１水先人会の外部監査を担当している監査員から、品質管理の運用の一層

の効率向上を考慮した業務品質管理基準の見直し提案があり、内部監査の円滑
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な実施に資するための手順書（例）の作成・追加など改正に関する検討を進め

た。（基準の改正は、平成２４年度第１回常任理事会で決議した。）

二、水先業務の適正かつ円滑な遂行に関する事業

（一）改正水先法に基づく対応

１．新制度の定着に向けた取組み

（１）指名制の運用

①指名制度運用協議会

・本制度は、国土交通省交通政策審議会海事分科会船員部会の下に平成２１

年２月に設置された水先小委員会の検討事項であり、同年６月から２２年

９月末まで東京湾、伊勢三河湾、大阪湾及び内海各水先区で指名制トライ

アル事業が実施された。第７回水先小委員会（２２年１２月）において当

該事業の結果が報告され、以後の方針として「運用に関する水先人とユー

ザーとの民間協議の場を設けること」が確認された。

・平成２３年１月、関係水先区の代表水先人と船社代表による「指名制度運

用協議会」を設置し、平成２３年度は次の会合が開催された。水先側は、

前年度に引き続き連合会に担当水先人（顧問）を置いて対応した。

－ ４月１１日 日本船社との第４回協議会

－ 〃 外国船社との第２回協議会

－ ８月 ２日 日本船社との第５回協議会

－ 〃 外国船社との第３回協議会

－１１月２１日 日本船社との第６回協議会

・上記の協議会では、日本船社及び外国船社からの要望事項とその検討状況

に関する資料が整理され、特に、グループ指名に係る手続の簡素化対応に

ついては、各船社から一定の評価が得られた。

・日本船社からの要望事項である「個人指名の試験的運用や指名グループの

細分化など指名制度の深度化」については、水先側から直ちに実施するこ

とが困難であることの課題を説明すると共に、これまでの双方の論点が確

認された。

②グループ指名の運用状況

・指名制トライアル事業を実施した東京湾、伊勢三河湾、大阪湾及び内海の
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４水先区に加え、平成２３年４月からは関門水先区の水先人が料金変更の

届出や船社との事前指名契約締結を行い、グループ指名の運用が実施され

た。

・鹿島水先区も、平成２３年４月から指名運用を開始する予定であったが、

東日本大震災で同港が被災したために実施を見合わせ、２４年度の早い時

期に開始する方向で進めている。

（２）水先人の養成支援

①三級水先人（１期生）の誕生

・平成２３年６月２４日、国土交通省による三級水先人免許の交付式が開催

され、小野連合会会長及び関係水先人会会長の参列の下、三井副大臣から

三級水先人１期生に免許が手交された。

・国土交通省は、三級水先人の定着に向け、海事局長名の７月７日付け文書

により、当連合会、日本船主協会及び外国船舶協会に対して協力要請を行

うと共に、積極的に水先人養成に関与する姿勢を示した。当連合会はその

要請に基づき、新人実務研修の実施やそのフォローアップの状況について

当局に報告した。

②三級水先人の新人実務研修

・平成２３年７月１日、三級水先人がそれぞれ東京湾、伊勢三河湾、大阪湾、

内海及び関門水先区に入会し、関係水先人会においては、新人実務研修の

実施体制（陸上研修・実船研修）の整備など定着に向けた諸対策を推進し

た。

・新人実務研修については、関係水先人会において具体的なプログラムを作

成し、研修の進捗状況を確認しつつ、適宜、修正を進めながら実施し、国

土交通省による現場視察も行われた。

・新人実務研修のうち、実船研修（二人乗り）の実施については、船主団体

等（船協、外船協、外代協、日代協）に対して連合会から協力を要請した。

③三級水先人進級の仕組み

・三級水先人は、二年以上水先業務に従事すれば二級進級の要件を満たすこ

とから、国土交通省からの要請もあり、水先業務研究委員会及び二級進級

研究会（水先業務研究委員会の下部会合）において、基本的な進級の仕組

みに関する次の検討を進めた。

－三級水先人が二級に進級する仕組み（二級試験、養成課程等）のあり方

－各等級水先人のキャリアパス

・今後、国土交通省や海技振興センターにおいて二級水先人養成（進級・新

規）について検討が進められる予定であり、キャリアパスの提示を含め、



- 6 -

次のとおり対応することとした。

－三級水先人の二級進級については、養成課程（６ヵ月）での教育内容や

試験時期などについて当局と折衝を行う。

－キャリアパスについては、当局ほか関係先及び水先人志望者に提示する。

－新規二級水先人養成については、船社の意向を考慮しつつ、連合会から

意見を提示できるよう検討を進めておく。

④水先業務説明会の実施

水先人後継者確保策の一環として、東京湾、大阪湾及び内海の３水先人会の

協力を得て、次のとおり説明会を実施した。

・海技系大学３年生への説明会

－目的：水先人養成課程への進学を奨励

－対象、日時、場所

：東京海洋大学学生 平成２３年１０月２９日（土） 東京湾水先人会

：神戸大学学生 〃 １０月２９日（土） 内海水先人会

－概要

：水先制度（水先区、水先業務、水先免許）の概要、水先人の社会への

貢献及び生き甲斐等についての説明、一級水先人からの講話

：水先艇又は曳船に便乗して入出港の操船状況を見学する現場体験

・海技系大学２年生への説明会

－目的：海技士（航海）資格の取得奨励並びに水先制度及び進路に関する

説明

－対象、日時、場所

：東京海洋大学学生 平成２４年１月１７日（火） 東京海洋大学

：神戸大学学生 〃 １月１８日（水） 神戸大学

－概要

：水先制度の概要及び水先人としての進路についての説明、一級水先人

からの水先業務等に関する講話

⑤水先人養成への協力

・水先人の養成支援団体である海技振興センター及び教育機関である登録水

先人養成施設からの要請に基づき、連合会において次のとおり協力事業を

実施した。

－水先人養成支援事業検討委員会等における意見具申

－水先人養成支援計画検討のための資料提供

－水先人養成教育に携わる講師水先人の態勢整備への協力

⑥三級水先人への支援

・三級水先人（１期生）は３月末に養成課程を修了して水先人試験を受験し、
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７月（一部は１１月）に関係水先人会に入会したが、この間、海技振興セ

ンターから次の支援が実施された。

－養成課程修了から免許取得までの支援継続

－水先業務を開業するために必要な資金の貸付

２．その他の新制度の運用状況

（１）水先料金の上限認可・届出制

・平成２４年２月１０日、国土交通大臣から水先料に係る新たな自動認可額

が公示され、同日、連合会から各水先人会に対し、本公示に関する通知を

行った。

（２）統合水先区における免許の限定解除

・統合水先区における免許の限定解除に係わる特例措置期間は、平成２３年

度末に終了し、連合会における支援事業も区切りをつけた。

・上記措置期間に関係水先区の２７５人の一級水先人が免許の限定解除を完

了させ、安全を考慮した業務制限に基づいて順次、限定解除した水域の業

務習熟を進めてきた。

・２３年度において免許の限定解除者の約８割が業務習熟を完了し、順次、

通し業務を実施しているとの報告がなされている。

（二）その他重要事項

１．ユーザー意見の反映

・ユーザー対応窓口（事務所、電話・ＦＡＸ、電子メールによる受付）及び

業務運営協議会においてユーザー意見を聴取し、関係水先人会に照会を行

って回答し、また、必要に応じて関係委員会等における検討を行うなど、

適切に対応した。

・業務運営協議会においては、例えば「統合水先区における限定解除免許を

取得した水先人の業務習熟期間及び業務習熟完了予定」について質問があ

り、後日、関係水先人会に照会して回答した。

２．水先人会会員構成の多様化対応

（１）水先人の福利厚生・相互扶助のための検討

・等級別免許制の導入等により、水先人の経歴や年齢が多様化する方向にあ
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り、水先人定着を図るためには組織的な対応が必要であり、その検討を行

った。

・その一方、同業者による福利厚生・相互扶助事業を法人水先人会で実施す

ることは困難であるため、各水先区においては、事業協同組合による対応

など個別事情に応じた水先業務支援体制の仕組みに関する検討が進められ

ており、連合会から適宜必要な情報提供を行った。

（２）水先人の相談窓口の設置等

・水先人が悩み（メンタルヘルス、母性保護、セクハラ、パワハラなど）を

抱いた場合にも安心して水先業務を継続できるよう、相談窓口の設置など

の対応策について検討し、水先人会が個別事情に応じた体制整備を図るた

めの参考に供した。

（３）女性水先人の母性保護

・女性水先人の誕生に鑑み、関係水先人会において母性保護を考慮した就業

体制の整備が図られるよう、考慮する標準的事項の整理検討を進めた。

（４）水先人の業務制限

・水先人会会員構成の多様化対応の一環として、水先人の業務実施状況や健

康状態に鑑み、水先人会が業務制限を含めた措置を実施できるよう、関連

規定の整備に関する検討を進めた。

３．東日本大震災の被災水先区支援

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災により、東北地区の水先区（八

戸、釜石、仙台湾、小名浜、鹿島）において甚大な被害が発生した。幸い水先

人全員の無事は確認されたが、各水先区では港湾施設が被災し、個人事務所、

水先人会事務所及び水先艇など業務用施設にも被害が発生したため、当面の生

活基盤を確保し、水先業務実施体制の維持が図られるよう、全国の水先人及び

水先人会の協力を得て、次の支援を実施した。

・義援金の募集及び贈呈

・連合会会費の減免

・災害復興支援

・業務用施設整備基金制度（海技振興センター）の弾力的運用
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４．水先実績集計ソフトの全面改訂

水先人会における水先実績集計や連合会へのデータ提供の合理化に資するた

めに開発した水先実績集計ソフトに関し、多数の水先人会からの改善要望があ

ったため、利便性と集計処理機能の向上を図るなど全面的に改訂して、関係水

先人会に送付した。

三、関係機関との連絡調整及び広報に関する事業

（一）国際関連事項

１．ＩＭＰＡ（国際パイロット協会）関連事項

・次のＩＭＰＡ役員会に村瀬ＩＭＰＡ顧問（内海）が出席した。

－第６６回役員会（２３年６月）

－第６７回役員会（２４年２月）

・ＩＭＰＡにおける主な検討議題は、水先業務における競争問題、ＩＳＰＯ

（International Standard for maritime Pilot Organization：欧州水先

団体が品質管理を目的に導入した管理手法）であった。

２．海外水先制度調査

・平成２３年度の標記調査は、諸般の事情から実施を見送った。

（二）広報

１．会報

会報「ＰＩＬＯＴ」を毎月発行し、ＰＳＲＳニュースやＰＳニュースなどの

海難防止情報、乗下船に関する安全情報、各水先区の近況情報及び海外におけ

る水先関連記事等を提供したほか、連合会の活動等を報告した。

２．ホームページの内容拡充

新たに水先業務に関する報道実績の紹介欄を設置すると共に、海事関係団体

との相互リンクを推進した上、適宜、ニュース欄や公開情報の更新を行うなど

ホームページの内容充実に努めた。

３．広報用ビデオの改訂及び新規制作

水先に関する啓蒙活動の推進を図るため、次の作業に着手した。
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①広報用ビデオ「THE PILOT」の改訂

・三級水先人の誕生や通し業務の実施など最近の実態に合わせた内容に改訂

②新規ビデオの制作

・後継者確保に資するよう三級水先人を中心とした内容の新規ビデオの制作

４．行動方針の策定

連合会の事業運営及び重要課題を内外にＰＲする趣旨で、「行動方針」を定

めてホームページに掲載すると共に、会員に周知した。

四、監督及び連絡の体制整備に関する事業

（一）綱紀委員会等

平成２３年度の連合会における水先人会及び水先人の指導、連絡及び監督等

に関する委員会等の開催状況は次のとおりである。

・不服審査会（０回）：対象事例なし

・綱紀委員会（０回）：同上

・安全管理会議（１回）

・安全管理特別会議（１回）

（二）通信網の整備

連合会と水先人会間との通信連絡は、電子メール、電話ファックス及び宅配

メール便により実施しているが、情報伝達の迅速化、省力化、低コスト化を図

るため、引き続き電子メールの利用促進に努めた。

五、特別会計事業

（一）養成支援拠出特別会計事業及び安全環境拠出特別会計事業

本会の目的を達成し、併せて海事の振興に必要と認められる財団法人日本海

事センターの水先人養成支援事業及び安全・環境に係る海事振興事業への協力

事業であり、当初の計画に、東日本大震災の被災水先区対策を講じた上で実施

した。
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（二）水先業務対策等特別会計事業

水先業務の効率化及び水先人会の業務運営を確保するため、次の事業を実施

した。

・水先人会の会計監査を適確に実施するための支援事業

・水先業務の実施体制を維持するための水先人派遣支援事業（派遣水先人の

交替）

（三）水先区維持特別会計事業

社会経済活動等の影響により業務量が減少し、水先業務体制の維持に著しい

困難を伴っている５水先区（水先人９人）に対して支援を実施した。
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監査報告

（一）公認会計士

・平成２３年度における会計処理は適正であり、収支計算書は、決算の状況

を正しく示していると認める。

・また、財務諸表についても、公益法人会計基準に準拠して適正に作成され

ており､財政状況を正しく示していると認める。

平成２４年４月２３日

公認会計士 松 原 克 美

（二）監事

１．監査の概要

・理事会及び常任理事会への出席のほか、決裁文書の閲覧により、その執行

状況を確認してきた。

・財務諸表等については、会計監査を行う公認会計士との連携を図り、監査

を実施した。

２．監査の結果

・連合会業務は、関係法令及び会則に則り、適正かつ円滑に運営されている

と認める。

・財務諸表等についても、適正であることを認める。

平成２４年５月２３日

監 事 須之内 康 幸

監 事 岸 良 昭

監 事 前 原 輝 幸
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平成２４年度事業計画

一、水先人の品位保持のための事業

水先人が水先業務の専門職業人として品位を保持するためには、水先業務運

営の効率化、適確化及び船舶交通の安全確保等を継続して推進することにより、

水先業務におけるより高い信頼性が得られるよう努めていくことが重要であ

る。そのため、次の事業を実施することとする。

・船舶の航行安全、海難防止及び乗下船の安全確保並びに運航技術の向上に

資するため、関連の調査及び資料の収集と整備を行う。

・品質管理小委員会を開催して、水先業務の安全確保等に関する諸事項につ

いて検討審議を行う。

・業務運営協議会及びユーザー対応委員会を開催して、水先業務の品質・サ

ービスの向上に関する検討審議を行う。

・総会、理事会、常任理事会及び関係委員会の検討審議により決定された対

応方針に沿って、水先人会に対する改善指導又は勧告を行う。

二、水先業務の適正かつ円滑な遂行のための事業

水先業務の適正かつ円滑な遂行に資するため、水先業務体制に関する次の関

連事業を行う。

・水先業務体制の整備・改善・合理化を図るため、必要な調査及び資料の整

備を行う。

・水先業務研究委員会を開催して、水先業務体制に関する諸事項について検

討審議を行う。

・総会、理事会、常任理事会及び関係委員会の検討審議により決定された方

針に沿って、水先人会に対する改善指導又は勧告を行う。

三．関係機関との連絡調整及び広報に関する事業

水先制度及び業務に関する関係団体等との連絡調整、国際機関の会議への出

席及び広報事業を行うこととする。

・水先業務に関する官公庁及び関係団体との折衝・調整を行い、関係委員会

等における検討結果の水先人会への報告及び周知指導を行う。

・国際機関又は海外関係団体の会議において、水先に関する意見開陳及び情

報交換を行う。

・ウェブサイト（ホームページ）により、水先制度、水先人の業務及び各地

の水先人会に関する最新情報を関係者及び一般社会に常時提供する。

・水先人会及び水先人に対し水先業務に関する安全航行、海難防止及び操船
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技術等の有用な情報を提供するため、会報を毎月発行して、水先人会及び

水先人に配付する。

四．監督及び連絡の体制整備に関する事業

本会の調査・検討結果により策定された対応方針を水先人会に徹底すると共

に、水先人会における水先業務体制の整備改善について監督又は指導を行うた

め次の事業を行うこととする。

・水先人の品位保持に関する事項について、必要な場合、綱紀委員会等を開

催して審査を行い、水先人会又は水先人に対し必要な改善指導又は勧告を

行う。

・水先人会における経理処理の適正化と明確化が求められていることから、

水先人会が委託して実施する公認会計士による監査が円滑に実施されるよ

う会計基準に関する情報提供など必要な措置を講じる。

・水先人会、海事関係団体及び関係官庁との適確な連絡や通信を維持するた

め、引き続きＩＴ事務機器の合理化及び連絡体制の整備を進める。

五、特別会計事業

（一）養成支援拠出特別会計事業及び安全環境拠出特別会計事業

・本会の目的を達成し、併せて海事の振興に必要と認められる関係事業への

協力を行う。

（二）水先業務対策等特別会計事業

・水先業務の効率化及び水先人会の業務運営を確保するため派遣水先人の支

援及び水先人監査の適確な実施に関する支援事業を行う。

・大規模災害により水先人及び水先人会が被災した場合においても、可能な

限り水先業務の実施体制が維持できるよう、連合会としての支援の仕組み

を検討する。

（三）水先区維持特別会計事業

・水先業務量が少ないため、業務運営の維持が困難な水先人会に対し、水先

業務を確実に提供できる体制を維持するために必要な支援を行う。




